
地域にiずけるフィジカル・レクリエ ション普及に関する一考察
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東京大学

文部省

技術革新等Kよる労働時間の短縮，所得水準の

上昇，交通・通信・マスコミ・教育等の普及，発

達κよる都市的生活様式，意識の全国的拡散，浸

透と画一化を背景として，余暇問題は新たな視点

からの検討を求められている。しかし，表面的な

言葉の華やかさとは逆(1(，レジャー需要の恩民的

な高まり K対応する供給側，とくに公共部門を中

心とする社会資本の立ち遅れは顕著であり，根な

し草的な，生活への定着性のなレレジャー活動(1(，

需要が押しながされてしまってレるのが現実であ

る。

江橋が，余暇活動を，それのおこ t..われる時間，

場所から，日常生活闘で行なわれる活動，広域生

活圏で行なわれる活動，高次生活圏で行t..われる

活動K分類し，平日の，日常生活菌で行なわれる

活動が基本的K整備されなければならなレとした

のは，上述のような現実をふま支てのことであろ

う(1)0 

根なし草的なレジャ 活動からレク 1)エーショ

ンの生活化への道程を考える場合，やはり，日常

生活圏=地域におけるレク 1)エ ジョン活動の定

着が必須の課題であるとレえる。

同時(1(，地域Uておけるレク 1)エ ツョン活動1(1(

は，都市化ととも K崩壊しつつあるコミュニティ

の新しレ建設の可能性が期待されてレる。過密化

する都市，過疎化する農村のどちらにおレても，

生活Kおける地域依存と地域的協力の必要性が高

まっている現在，レ夕刊エーション活動を通して

のコミュニティ建設への可能性を示す成功例を私

達はレくつか数えることができる(2)。
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レク 11エ ヅョン活動の中(1(，古L、共同体秩序

から，地域住民の「価値観J(1(ふれあう意識や，

それの共通性がもたらす共通行動の体系としての

新しレコミュニティ建設の可能性があbとすれば(3)

やはり，地域の特性K応じたレク 11エ ション活

動の組織化.普及を通して日常生活圏域でのレク

リエーション活動の定着をはかることが課題であ

る。

今回，文部省社会体育指定市町村κおけるフィ

ジカル・レク 11エージョン活動の活動状況や組織

化 K重点をおきながら，この問題(1(7'プロ 千す

ること KしTこo

ll. 研究の目的

本研究の目的は，昭和 46年度文部省社会体育

持定市町村からの活動報告書K基レて，これら指

定市町村Kおけるフィジカノレ・レクリエーション

普及水準の一面を，スポ ツ関係団体の組織化，

実施されてレるスポ ツ行事，スポーツ教室，お

よびスポーツ普及の為の課題の分析から明らかK

し，同時κ，これら市町村が地域的特牲をL、かK

フィジカル・レクリエ ション普及κ反映さして

レるかを上述の諸側面Kつレて，人口男¥j，産業構

造肌1(1(明らかにすること Vてある。

文部省社会体育指定市町村は，平素スポーツを

する機会κ恵まれなレ住民のスポーツの振興を目

的として，スポ ツ組織の育成，スポーツ教室，

スポーツテスト会の開設等の補助対象事業を実施

し，その事業が併の市町村のモデルとなる市町村

に対して，スポーツ活動の振興の為κ要する経費

の一部を国が補助する制度である(4)。それゆ支，

社会体育指定市町村は社会体育普及のモデノレ地区
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酌色彩が強く，これら市町村のフィジカノレ・レタ

リエ ション普及水準は，全国レベノレでの普及水

準をはかる指標であろうし，フィジカル・レクリ

エ ション定着の為κ直面する問題は，他の市町

村Uておレても，当然直面する問題であると考支ら

れる。

1.調査台よび分析の方法

調査の対象は，昭和 46年度文部省社会体育指

定市町村 159市町村のうち，活動報告書を提出

した 13 4市町村である。分析の対象となる資料

は，それら指定市町村からの活動報告書とレう既

存統計資料であり，活動報告書は， 4 7年 3月の

社会体育指定市町村研究大会K発表されたもので

ある。なお，活動報告書は文部省の作成した一定

の報告様式Kよって統ーされており，分析の内容

は，その記述内容の制限をうけてレることを明記

しておく。

分析は，以上のようなデータ の性格上，婦の

みの比較を行なった。

IV. 分析の結果なよび考察

1. 分析の結果

(Il 対象指定市町村の基本的性格

対象社会体育指定市町村の人口規模，人口の増

減，産業構造は表 1， 2 ， 3のとおりである。

人口規模をみる e. 1万未満 34.3 t1J， ， 1 - 3 

万未満 35.8婦となっており， 3万未満の市町村

で全体の約 70 t1J， が占められてレる。人口の増減

では，停滞または減少を示す市町村が 67 t1J，弱を

占めてレる。さらに，第 1次産業就業率では，対

象社会体育指定市町村の約 77婦は，第 1次産業

就業率 20 t1J，以上の市町村であり，これは，昭和

4 5年度日本の労働総人口のうち，第 1次産業

κ従事してレるものはわずかt'L2 0係弱であるこ

とから考えても非常K高レ就業主主である(5)。

以上のように，対象社会体育指定市町村の多く

は，人口規模は小さく，農村的色彩の模L、，人口

の停滞または減少を示す市町村である。それでは.

次Kこのよう危対象社会体育指定市町村の地域的

特性を考慮、K入れながら個々の分析κ入ってレく。

(2) スポ ツ関係団体の組織状況

① スポ ツ関係団体組織率

対象社会体育指定市町村κおレて組織されて L、

るスポーツ関係団体の加入者延人数を市町村人口

数で徐した値をスポーツ関係団体組織率として，

組織化の現状をみたものが表 4である。 5t1J，以下

の市町村は全体の 33.6t1J， を

占め ，6-9t1J， の市町村が

29.1t1J，， 10-19t1J， の市町

村が 17.2t1J， で， 20必未満

の組織率の市町村が全体の

表4 団体組織率

団僻目織率 n 

- 5婦 (34365 1 

39 
内・-9 (29.1 ) 

23 
表 1 人口規模 表2 人口の増減 80t1J， 強となっている。しか ‘・-19 ( 17.2) 

1 万未満 diA  増加 ~g9~ (29 

1-3万未満
48 
(35.8) 停満 (320 24) 

3-5万未満
24 
cl 7.9) 減少 f6441 5) 

5-10万未満
7 
(5.2 ) D.K d2) 

10-20万未満
4 
(3.0 ) 言十 (11304 001 

5 
20万~ (3.8 ) 

134 
計じiOO.O) 

表5 産業構造

し，昭和 44年度κ文部省が

行なった，社会体育κ関する

全国的な実態調査Kよると，

スポ ツ関係団体の組織率は

全国民の約 4t1J， となってなり(6)，

対象指定市町村の組織率はか

なり高いものとレえよう。

向~29

南町-39

角~49

50内》

D.K 

計

② 地域的特性からみた組織率

6 
( 4.5) 

3 
( 22) 

4 
(3.0 ) 

9 
(6.7) 

6 
(45 ) 

134 
(100.0 ) 

図 1は人口別の団体組織率を示してレるが，人

口規模が大きくなるに従がって組織率の低レ市町

図中，①の白レ部分は 5t1J， 以下の組織率の市町
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村の割合であるが万未満 32.6各， 3万未満

25.0%，5万未満 37.5%，5万人以上の市町

村では 56.3%と人口規模の大きくなる K従がっ

てその割合は増してレく傾向K ある。

(3) スポーツ行事

① スポ ツ行事参加率

スポーツ行事参加者の延人

数を，当該市町村人口数で除

表6 行事参加率

行事
参加率

- 5% 
20 40 80 60 

100必 した値をスポーツ行事参加率

(23ω{山山U 山g02 12何的》川1 
向~ 9 

1万未満
n二二46

3角~5

① 団体組織率 5%以下 ④ -29 ⑦ 50-
⑨-9 ⑥ -39 ⑧ D.K 
③ -19 ⑥ -49 

図 1 人口別・白体組織率

産業就業率別Kみると，組織率 5%以下の市町

村の害l恰は，第 1次産業就業率 4u %未満の市町

村では 33.8%であるのK対し， 4 0 %以上の就

業率の市町村では 33.3%とL、うよう κ顕著危相

違はみられない※。

しかし，次 (1[， 人口規模と，第 1次産業就業率

をクロスすること K よって団体組織率をみると，

同一人口下Kおレては，第 1次産業就業主容の低レ

比較的都市的な市町村の方が組織率の高レ結果が

生じて，窓生 1次産業就業率と団体組織率の間κ結

びつきがみられる。

しかし，人口

が 3万を越す市

町村では，ダブ

ノレクロスするこ

とK よって各カ

テゴリ -(1[属す

3 
万
未

表5 人口別・第 1次産業就
業率別・団体組織率

10場~
無
言十

百己

40% 16 17 2 

CIo為未満 ( 45.7) (486) (5.7) 

として参加の現状をみてみた

のが表 6である。

50 %以上の参加率の市町

村が 29.1係と最も高い割舎

を占めてレるが，一方， 1 0 

-19%という参加率の低レ

市町村も 20.1%を占めてレ

る。

1-19 

-29 

m・-39

角~ 49 

50-

D.K 

「計
t 

② 地域的特性と行事参加率

f(11893 1 27) ) 

39 
(29.1 ) 

(12 5】

134 
(100.0) 

次(1[， この参加率を人口規模別，第 1次産業就

業率Jjll(1[みてみると，まず，人口規模別(図 2 ) 

では，人口規模の大きな市町村ほど行事参加率が

低くなってレる。例えば，行事参加率 5%以内の

1万未満
n=46 

1-3万未満
n=48 

3-5万未満
n=24 

5万以上
n=16 

①行事参加率 5%以内
② 9 

③-19 

④-29 

⑤ -39 

⑥ -49 

⑦ 50-

③ D.K 

図2 人口別・行事参加率

00% 

AO~ 

る市町村の絶対|満|五I(6~ム |(3:;)|(3A|(10誠| 参加率のh 市町村の割合は， 1万未満の市町村

数が少fよくなり， では o%であるの K対し， 3万未満 42%，5万

しかも，第 1次産業就業率 4 0係以上の市町村が 未満 16.7%と徐々に増し 5万人以上の市町村で

棟端κ少なくなるため，分析の対象からのぞレた。 は 43.8%を占めてレる。

逆 (1[， 参加率 50 %以上の高レ市町村の割合を

※第 1次産業就業率40唖というのは，それぞれのカテゴ みると万未満の市町村では 54.3 %を占めて

リ-(1[含まれる頻数がほぼ同じK在るよう K便宜的K分 レるのκ対し， 3万未満 25.0必， 5万未満 8.3

けたもので，乙の数字自体Kは大きな意味はない。 婦と徐々 K減り， 5万人以上の市町村では o%と
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表 9
なってL、る。

次vr:，表 7は第 1次産業就業率別 K行事参加率 人

をみたものであるが，第 1次産業就業率の高レ市 万 3万

町村ほど行事参加率の高レ傾向が顕著にみられる。
野 球 62 ( 9.~ 52 ( 7雪)

バレーポール 74 (11.7) 85 02.2) 

表 7 第一次産業就業率jJll・行事参加率 球
バスクットポーノレ 6 ( 0.9) 9 ( 1.3) 

卓 球 28 ( 4.4) 29 ( 4.2) 

訴
庭 球 12 ( 1.9) 20 ( 2.7) 

-j 向~9 ー49 内司2~ 39 49 50- D.K 言十 ント 与〆 2 ( 0.3) 4 ( 0.6) 

Y フ トポーノレ 52 ( 8.2) 61 ( 8.8) 

40唖
{1;員

8 19 8 4 5 16 71 
サ
" 
カ 6 ( 1.0) 1 ( 0.1) 

未満 (113) (268) (113) (5品) (7.0) (22.5) (1000) 技 ポートポール
1 ( 0.2) o ( 0.0) 

40~ 1 5 8 8 9 6 21 21 60 
コ@ ノレ フ 。 。

以上 (11) (8.3) (133) (133) (150) (100) (353) (33 (1000) 球 技 大 会 26 ( 4.1) 11 ( 1.6) 

計(剣 ( 42.5) (39.2) 

表 8は，人口規模別，第 1次産業就業率別に行
登 山 4 ( 0.6) 7 ( 1.0) 

ス キ 7 ( 1.1) 13 ( 1.9) 

事参加率をみたものである。同一人口下Kおレて 野 ス ク ト 3 ( 0.5) 1 ( 0.1) 

も第 l次産業就業率と行事参加率の間 Kみられる 外 サイクリ ング 3 ( 0.5) 1 ( 0.1) 

/、 イ キ 二/ グ 8 ( 1.3) 8 ( 1.1) 
上述の傾向が認められる。 活

プ 5 ( 0.8) 6 ( 0.9) キ ... ニノ

動 野 外 活 動 7 ( 1.1) 5 ( 0.7) 
表 8 人口別・第 1次産業就業率別・行事参加率

オリエ Y テーリング 7 ( 1.1) 9 ( 1.3) 

計(婦} ( 7.0) ( 7.]) 

|諜人 -19 ~ 20~- 無記 計
相 撲 3 ( 0.5) 。

ロ 武 剣l 道 5 ( 0.8) 10 ( 1.4) 

4 0 ~ 10 25 。 35 弓 道 。 4 ( 0.6) 
3 
未満 (28.6) (71.4) (100.0) 会 15 ( 2.4) 9 ( 1.3) 万 道 柔 道 大

未 40 ~ 12 43 2 57 計(係} ( 3.7) ( 3.3) 
満 以上 (21.1) (75.4) (3五) (100.0) 巡 回 指 導 5 ( 0.8) 1 ( 0.1) 

講

習
スポーツ講演会・座敷会 22 ( 3.5) 29 ( 4.2) 

会
講 習 i玄'" 30 ( 48) 40 ( 5.7) 

③ スポーツ行事の内容
言十 ( 9.1) (10.0) 

表 9は，対象社会休育指定市町村の実施してい そ 陸 上 競 技 10 ( 1.6) 12 ( 1.7) 

るスポ ツ行事の種目内容である。全体ではパレ
の
駅 伝 14 ( 2.2) 23 ( 3.3) 

他
の ー雪才 7 ソ ン 10 ( 1.6) 14 ( 2.0) 

ーボール，野球をはじめとする球技( 32. 9婦) ス
てk 泳 12 ( 1.9) 10 ( 1.4) 

ポ
の実施率が高く，次レで各種大会( 23.9場) ， 体 操 6 ( 1.0) 3 ( 0.4) 

ツ 言十 (場) ( 8.3) ( 8.8) その他のスポーツ (9.3%).講習会( 9.0 % ) 
体 育 大 会 47 ( 7.5) 54 ( 7.8) 

…と沿ってレる。個々の種目では，前述のパレ
運 動 i'< 21(3.3) 32(4.6) 

ーボーノレ( 10. 8係) ，体育大会( 8.4係) ，野
各
総合 体 操 祭 1 ( 0.2) 1 ( 0.1) 

球( 8. 3場) ，ソフトポール( 7. 5係) ，各種 スポーツ少年団大会 10( 1.6) 12 ( 1.7) 

種 スポーッの日・体育の日 1 ( 0.2) 4 ( 0.6) 
スポーツテスト (6.2%)等の実施率が高く，キ

大 各種スポーツテスト 38 ( 6.0) 47 ( 6.8) 

ャンプ等の野外活動は，レずれも 2%vr:満たなレ
会
子 ど も 大 メZ三3事h 。 。

低率である。体力づくり大会や歩け歩け 1万歩等 体力づく b 大会 5 ( 0.8) 8 ( 1.1) 

の体力づくり種目もあまり行なわれてレなレ。
歩け歩け (一万歩) 15( 2.4) 17 ( 2.4) 

計(必) ( 22.0) (25.1) 

人口規模別や第 1次産業就業率別 K地域的な特 そ の 他 7 1 (11 3) 44 ( 6.3) 

牲による実施種目内容の差違をみても顕著な相違 計 630 (100) 696(100) 
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スポーツ行事の実施状況

口 規 模 第 1 次産業就業率

5万 5万~ 言t 4 0 % 40% - 計

34 ( 8.~町 1 9 ( 6.:1月 167 ( 8効 90 ( 7挽 76 ( 8拘 66 ( 84') 

38 ( 9.9) 21 ( 7.0) 218 (10.8) 118 (10.4 ) 98 ( 11.5) 16(10.9) 

4 ( 1.0) 6 ( 2.0) 25 ( 1.2) 18( 1.6) 7 ( 0.8) 25 ( 1.3) 

17 ( 4.4) 12 ( 4.0) 86 ( 4.3) 53 ( 4.7) 33 ( 3.9) 86 ( 4.3) 

8 ( 2.1) 14 ( 4.7) 54 ( 2.7) 38(3.4) 16 ( 1.9) 54(2.7) 

5 ( 1.3) 4 ( 1.3) 15 ( 0.7) 10 ( 0.9) 5 ( 0.6) 15 ( 0.8) 

24 ( 6.2) 13 ( 4.3) 150( 7.5) 79(7.0) 7 0 ( 8.2) 49 ( 7.5) 

3 ( 0.8) 3 ( 1.0) 13 ( 0.6) 8 ( 0.7) 5 ( 0.6) 1 3 ( 0.7) 

2 ( 0.5) 。(0.0) 3 ( 0.2) 1 ( 0.1) 2 ( 0.2) 3 ( 0.2) 

。 。 。 。 。 。
1つ(2.6) 12 ( 4.0) 59 ( 2.9) 26 ( 2.3) 31 ( 3.6) 57 ( 2.9) 

(37.6 ) ( 34.7) (392) (39.0 ) ( 40.2) ( 39.2) 

4 ( 1.0) 2 ( 0.7) 17 ( 0.8) 9 ( 0.8) 7 ( 0.8) 16 ( 0.8) 

4 ( 1.0) 。 24 ( 12) 12 ( 1.1) 12 ( 1.4) 24 ( 1.2) 

1 ( 0.3) 。 5 ( 0.3) 4 ( 0.4) 1 ( 0.1) 5 ( 0.3) 

2 ( 0.5) 1 ( 0.3) 7 ( 0.4) 4 ( 0.4) 2 ( 0.2) 6 ( 0.3) 

4 ( 1.0) 7 ( 2.3) 27 ( 1.3) 20 ( 1.8) 7 ( 0.8) 27 ( 1.4) 

3 ( 0.8) 。 14 ( 0.7) 7 ( 0.6) 7 ( 0.53) 14(0.7) 

3 ( 0.8) 5 ( 1.7) 20 ( 1.0) 12 ( 1.1) 8 ( 0.9) 20 ( 1.0) 

3 ( 0.8) 2 ( 0.7) 21 ( 1.0) 14 ( 1.2) 6 ( 0.1) 20 ( 1.0) 

( 6.2) ( 5.7) ( 6.7) ( 7.4) ( 5.7) ( 6.7) 

5 ( 1.3) 1 ( 0.3) 9 ( 0.5) 8 ( 0.7) 1 ( 0.1) 9 ( 0.5) 

9 ( 2.3) 4 ( 1.3) 28 ( 1.4) 20 ( 1.8) 8 ( 0.9) 28 ( 1.4) 

。 3 ( 1.0) 7 ( 0.4) 5 ( 0.4) 2 ( 0.2) 7 ( 0.4) 

11 ( 2.9) 9 ( 3.0) 44 ( 2.2) 24 ( 2.1) 20 ( 2.3) 44 ( 22) 

( 6.5) ( 5の ( 4.5) ( 5.0) ( 3.5) ( 4.5) 

。 。 6 ( 0.3) 。 6 ( 0.7) 6 ( 0.3) 

21 ( 5.5) 11 ( 3.7) 83 ( 4.1) 40 ( 3.5) 43 ( 5.0) 83 ( 42) 

9 ( 2.3) 13 ( 4.3) 92 ( 4.6) 45 ( 4.0) 47 ( 5.5) 92 ( 4.6) 

( 7.8) ( 8.0) ( 9.0) ( 7.5) ( 11.2) ( 9.0) 

5 ( 1.3) 8 ( 2.7) 35 ( 1.1) 21 ( 1.9) 10 ( 1.2) 31 ( 1.6) 

9 ( 2.3) 8 ( 2.7) 54 ( 2.7) 25 ( 22) 29( 3.4) 54 ( 2.7) 

8 ( 2.1) 13 ( 4.3) 45 ( 2.2) 32 ( 2.8) 1 3 ( 1.5) 45 ( 2.3) 

5 ( 1.3) 7 ( 2.3) 34 ( 1.7) 19( 1.7) 15 ( 1.8) 34( 1.7) 

2 ( 0.5) 10 ( 3.3) 21 ( 1.0) 12 ( 1.1) 7 ( 0.8) 19 ( 1.0) 

( 7.5) ( 15.3) ( 9.3) ( 9.7) ( 8.7) ( 9.3) 

36 ( 9.4) 32(10.7) 169 ( 8.4) 102 ( 9.0) 63 ( 7.4) 165 ( 8.3) 

18(4.7) 4 ( 1.3) 75(3.7) 42 ( 3.7) 30 ( 3.5) 72 ( 3.6) 

。 。 2 ( 0.2) 1 ( 0.1) 。 1 ( 0.1) 

9 ( 2.3) 1 ( 0.3) 32 ( 1.6) 19( 1.7) 13 ( 1.5) 32 ( 1.6) 

。 1 ( 0.3) 6 ( 0.3) 3 ( 0.3) 3 ( 0.4) 6 ( 0.3) 

31 ( 8.1) 8 ( 2.7) 124 ( 6.2) 56 ( 4.9) 68 ( 8.0) 124 ( 6.2) 

。 1 ( 0.3) 1 ( 0.1) 1 ( 0.1) 。 1 ( 0.1) 

2 ( 0.5) 3 ( 1.0) 18 ( 0.9) 13( 1.1) 5 ( 0.6) 18 ( 0.9) 

13 ( 3.4) 6 ( 2.0) 51 ( 2.5) 29 ( 2.6) 22 ( 2.6) 51 ( 2.6) 

(28.4 ) (18.6 ) (23.9 ) (23.5 ) (24.0 ) ( 23.9) 

23 ( 6.0) 35 (11.7) 149 ( 9.4) 32 ( 2.8) 20 ( 2.3) 52 ( 2.6) 

385 (100) 279(100) 2，010(100) 1.134 (100) 853 (100) 1，987 (100) 
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はみられない。例えば，第 1次産業就業率 40係

未満と 4 0 %以上を比較しても球技( 39. 0 % -

40.2%) ，野外活動(7.4%-5.7%) ，武道

( 5.0 % - 3.5 % )……と類似した傾向を示して

レる。野外活動や体力づくり等の地域的特性の影

響を強く受けると考えられる個々の種目をみても，

レずれも実施率は低く差違はみられなレ。

(4) スポーツ関係団体組織状況とスポーツ行事

への参加の関係

スポーツ関係団体の組織化とスポ ツ行事参加

者数の関係をみるため!tl，スポ ツ関係団体組織

率とスポーツ行事参加率主の関係をみたのが表 10

および 11である。

表 10は，組織率の高レ市町村が行事への参加

率も高レことを示してし、る。行事参加率 50%以

上の市町村の割合をみると，組織率が 20%を越

してレる市町村では 50%( 22市町村中， 1 1市

町村)であるのに対し，組織率が 5%以下の市町

村 tてなると，わずか!tl，その割合は 9%弱である 0

9 %以下の低レ参加率の方ではその逆の傾向Kあ

る。

表 10 団体組織率からみた行事参加率

よマ --9~ 内~ 29 角~49 50向 W D.K 計|

5 ~ 
11 20 10 4 45 

(24.4) ( 44.4) (22.3) (8.9) (1∞0) 

9 
6 17 3 11 1 38 

( 15.8) (44.7) (7.9) (28.9) ( 2.6) (100ω 

内~ 19 
4 3 5 11 23 

( 17.4) (13.0) (21.8) (47.8) (100.0) 

3 1 6 11 1 22 
20内》

(13.6) ( 4.5) (2.7) (50.0) ( 100.0) 

表 11 同一人口下て?の団体組織率からみた行事参加率

人臨!角~9~ -ω係 _9~ 50~-- 無記 言十口

3 --9 ~ 
6 20 12 15 1 fl;ぉ

万 ( 1l.1) ( 37.0) (222) ( 27.8) (1.2) 

未
満 10場~ 231020103060i  } (5.6)1 (83)1 (27.8)1 (55.6) 1 (2.7")1 (1 

団体組織率と行事参加率はともに人口規模と密

切な関係KあることはすでKみてきたとおりであ

るので，同一人口規模の市町村での団体組織牽と

行事参加率との関係をみてみた(表 11 )。人口

3万未満の市町村では，組織率 9%以下の市町村

のうち， 50%以上の参加率を示めす市町村の割

合は 27.8%であるのK対し，組織率 10 %以上

の市町村では，その割合は 55.6婦となってレる。

スポーツ関係団体の組織化の高レほど，スポ ツ

行事への参加率が高く，その傾向は，人口規模の

大小κ左右されなレ。

(51 スポーツ教室

① スポ ツ教室の傾向(種目)

対象社会体育指定市町村は，国の補助対象事業

としてスポ ツ教室を開設してレるが，図 3は，

その種目内容である。この集計はどのような種目

が行伝われてレるかを知るために，例えばつ

の市町村で何回パレーボール教室が関かれようと，

その市町村のバレーポールは 1回で集計してある。

全市町村でみるとパレ ポ ルが 76.9%で最

も多く実施されており，次L、で卓球 48.5% ，水

泳 41.0%，剣道 39.6% ，スキ 29.9%であ

り，以上が実施度の高レベストファイプ種目であ

るo その他目立ったところでは，バドミントン

27.6% ，柔道 23.9%，ソフトポ ル 23.1 % 

テニス，サザカーの 20.1婦がある。

人口規模別，第 1次産業就業率別κ実施度の高

い!願にベストファイプ種目を抜きだしてみても顕

著注相違はみられなレ(表 12 )。しかし，実施

度の差は着目すれば，表 13 Kみられるどとく，

表12人口別・第ー産業就業率別・ベストファイブ種目

人 日 第一次産業就業率

3万未満 3万以上 40~未満 40~ら比

1 バレーポーノレ バレーポーノレ バレーポール バレーポーノレ

2 卓 球 水 泳 卓 球 球

3 剣j 道 車 球 水 泳 道

4 求 泳 ノミドミYトY 剣 道 泳

5 I A キ ー 負。 道 スキ ソフトボーノレ
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100 ~ 

第一次産業就業率別

第 1次産業

麟率 40鴨末満~

就業率 40鴨以上Eコ

人口規模別

図 5

表 13 人口規模別・第一次産業就業率別
スポーツ教室実施度差

4，0 

閣
図
口

スポーツ教室実施種目

テニスや水泳，パトミントン，サヴカ など，人

口規模が大きく第一次産業就業率の低レ，いわば，

都市的な市町村K共通して実施度の高レ傾向がみ

られる。

次(1[， それらの個々の種目を，球技，野外活動，

武道，その他の競技的スポーツ，民踊・軽スポー

ツの 5グループK大別し，それぞれのグノレ プK

つレて 1市町村当りの平均実施種目数をみポこのが

表 14である。

全体でみると，球技は 1市町村当り 2，65種目

で最も多く，次レで，武道，その他の競技的スポ

ーツと沿っており，野外活動は O.55種目である。

人口規模別，第 1次産業就業率別 Kみると，民踊・

※不号は婦の高低をあらわす。()内の数字は係差を示す。 軽スポ ツを除レて，人口規模の大き1.'，また，

人口規模別 第一次産業就業率別

3万人以上>3万人未満 就業率4ぽ嗣簡>40弧以上

アニ ス Ct4.0揺) 7 ニス CtO.4係)
10 
水 泳 (19.9 ) 寅1 道 (11.8 ) 

% 
以 バドミントン (21.2 ) ノζドミントン (12.2 ) 
上
の サッカー (212 ) 柔 道 (13.3 ) 
差
の サッカー (13.5 ) 

あ ス キー Ct5.0 ) 
る

種 卓 球 (18.2 ) 
日

水 泳 (】9.3) 

3万人調筒>3万人以上 就業率40%.120比>40%未満

ソフトポーノレ ( 14.2%) 
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表 14 市町村当り，スポーツ教室，種別実施種目数 (M.T) 

種
種

人 口 規
目 3万未満

別 3万未満n=94

'7 Jく

球
バドミ y トン

バレーポール

サ
" 
カ

328(2.65) 217 (2.31) 
卓 球

技 野 球

ソフトポーノレ

パスタクトポーノレ

ス キ

ス
野

ク ト

外
キ .，. シ' フ.

活
登 山 73(0.55) 

動 サイクリング

オリエンテーリング

野 外 活 動

柔
柔 道

道
剣j 道 93(0目69)

弓 道

そ競ポ 水 泳

の技l 陸 上 競 技 91 (0.68) 
他的ツ
のス 体 操

民ス フォークダンス
踊ポ

民 踊 39(0.29) 

軽ツ レクリエ・ー量挙シ3ミョン
ポーツ

1-ー由

注 ( )内は 1市町村あたbの実施数

第 1次産業就業率の低レ市町村ほど 1市町村当り

の実施種目数が多レ，すなわち多様な種目がスポ

ーツ教室として実施されてレる。

② スポ ツ教室の対象

47(0.50) 

62(0.66) 

54( 0.57) 

29(0.31) 

表 15はスポーツ教室の対象をあらわしてレる。

なお，この場合の集計は. 1回のスポーツ教室は

1固としてすべてのスポーツ教室を数えてある。

対象は，壮年・一般 33.3係，児童・生徒 22.8

'11.勤労青少年 19・4'11 .婦人 15.1婦が高く，

老人 0.6'11や指導者 3.2 '11はそれ K比較して非

常K低くなってレる。
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模 Bリ 第 1次産業就業率男Ij

3万以上n=40 40%未満n=71 40%以上n=60

111 (2.78) 192(2.70) 129(2.15) 

26(0.65) 47 (0.66) 25(0.42) 

29 (0.73) 58(0.82) 34(0.56) 

37 (0.93) 58( 0.82) 31(0.52) 

10(0.25) 20(028) 19(0.32) 

表 15 スポーツ教室の対象

対 象 n=二 1043

壮 年 般 347 ( 33.3 ) 

勤労青少年・青年 202 ( 1 9.4 ) 

婦 人 158 ( 15.1 ) 

老 人 6 ( 0.6) 

陀 童 生 徒 238 ( 22.8 ) 

指 導 者 33 ( 3.2) 

スポーッ少年団 26 ( 2.5) 

スポーツ関係団体加入者 1 8 ( 1.7) 

職 場 の 男 女 8 ( 0.8) 

そ の 他 ( 0.7) 



(6) 今後の課題 レる。

① 今後の謀題としてレる事項 ② 地域的特性と今後の諜題

表 16は，対象社会体育指定市町村が，社会体 人口規模別，第 1次産業就業率男I]vrみると課題

育の普及・振興の為の活動を展開してレく中で， とする点K顕著な相違がみられる。表 17 vrみる

今後の課題としてあげた問題点である。 ょう VL，人口規模が大きレ市町村，あるし、は，第

カテゴライズしてみると，スポーツの普及，施 1次産業就業率の低レ市町村の方が，指導者，体

設・場，指導者，組織化の順序になるが，スポー 育施設・場を課題とするのK対し.人口規模が小

ツの普及は，むしろ後者の三課題の総和ともとら ちレ市町村，あるレは第 1次産業就業率の高レ市

支られよう。 町村は，組織化を今後の課窺とするところが多く

個々の課題とする項目をみると，体育施設・用 沿ってレる。

具の整備 52.2係，指導者 38.1係，スポーツ人

口の拡大 22.4q{， ，行政組織の強化 21.6各，ス

ポーツ組織の育成 20.9q{，等が主な課題となって

表 16 今

種
人 口

}jIJ 項 呂

3万未満 n=94 3万以上

行政組織の強化 24 (25.5) 5 

組

織
スポーツ組織の育成 22 ( 23.4) 6 

イヒ 住 民 の 組 織 7 ( 7.4) 5 

言十 53 ( 56.4) 16 

体育指導員の拡充研修 5 ( 5.3) 7 

指
指導者の養成 29 ( 30.9) 22 
導

者 指導体育IJの確立 6 ( 6.4) 3 

言十 40 (42.3) 32 

施 体育施設・用具の整備 46 (48.9) 24 

二[，r
学 校 の 解 放 5 ( 5.3) 5 

場
言十 51 ( 54.3) 29 

スポーツ人口の拡大 20 ( 21.3) 10 

スポーツへの関心普及 16 ( 17.0) 6 

普 社会体育の定着 1 1 ( 11の 4 

及
体力づくり・体力テスト 6 ( 6.4) 4 

拡 行事計画の検討 B ( 8.5) 1 

大 財 源 の 確 保 7 ( 7.4) 6 

スポーツ教室の活用 8 ( 8.4) 5 

言十 76 (80.9) 36 

そ
スポーッ障害保険 3 ( 3.2) 4 

の そ の 他 14 ( 14.9) 5 

他
計 17 ( 18.1) 9 

4愛

n=二40

(12.5 ) 

( 1 5.0) 

(12.5) 

( 40.0) 

( 17.5) 

( 55.0) 

( 7.5) 

(80.0 ) 

( 60.0) 

( 12.5) 

(725) 

(25.0 ) 

( 15.0) 

( 10.0) 

( 2.5) 

( 15.0) 

( 12.5) 

(90.0) 

( 10.0) 

( 125) 

(22.5 ) 
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の 課題

第一次産業就業率

40場未満 n=71 40冊以上 日=60

13 (18.3) 15 (25.0 ) 

14 ( 19.7) 12 (20.0 ) 

7 ( 9.9) 5 I ( 8.3) 

34 ( 4 7.9) 32 ( 53.3) 

7 ( 9.9) 3 I ( 5.0) 

38 (53.5 ) 13 ( 21.7) 

5 ( 7.0) 4 I ( 6.6) 

50 (70，4) 20 (33.3 ) 

41 ( 57.2) 27 ( 4 5.0) 

7 ( 9.9) 2 I ( 3.3) 

48 ( 67.6) 29 ( 4 8.3) 

19 ( 268) 11 ( 18.3) 

9 ( 12.7) 13 (21.7) 

6 ( 8.5) 8 I (13.3) 

7 ( 9.9) 3 I ( 5.0) 

2 ( 2.8) 7 I (11.7) 

9 ( 12.7) 4 I ( 6.7) 

1 1 ( 15.5) 2 I ( 3.3) 

63 ( 88.7) 48 ( 80.0) 

3 ( 4.2) 4 I ( 6.6) 

11 (15.5 ) 8 I (13.3) 

14 (19.7) 12 ( 1 9.9) 

全体 n=134 

29 (21.6) 

28 (20.9 ) 

12 ( 9.0) 

69 ( 51.5) 

12 ( 9.0) 

51 ( 38.1 ) 

9 ( 6.7) 

72 ( 53.7) 

70 (522 ) 

10 ( 7.5) I 

80 (59.7) 

30 (22.4 ) 

22 ( 16.4 ) 

15 ( 11.2) 

10 ( 7.5) 

9 ( 67) 

13 ( 9.7) 

13 ( 9.7) 

112 (83.6 ) 

7 ( 5.2) 

19 ( 14.2) 

26 (1 9.2) 



表 17 人口規模別・第一次産業
就業率別・今後の課題

人 口 日産業就業率 J 
3万未満 3万ιL上 40%未満 40必以上

1 
普及・拡大 普及・拡大 普及・拡大 普及・拡大
80.9係 90.0 % 88.7唖 80.0 % 

2 組 織 指導者 指導者 組 織
56.4 80.0 70.4 53.3 

3 施設・用具 施設・用具 施設・用具 施 設
54.3 72.5 67.6 48.3 

4 指導者 組 織 組 織 指導者
42.3 40.0 47.9 33.3 

2. 要約と考察

以上の結果を，地域的特性との関連から図示し

たのが図 4である。要訳してみると，

① 対象社会体育指定市町村は，人口規模は小

さく，比較的農村的な色彩が濃1.'I人口の停滞ま

たは減少を示す市町村が多レ。

② スポーツ関係団体の組織率をみると，全開

的な水準と比較して対象社会体育指定市町村は非

常 K高レ組織率である。地域的特性との関連では，

人口規模が小さレほど組織率は高レが，同一人口

下では，集団の機能的分化が進みF的集団の形成

されやすレ都市的市町村が，住民の同質性が高く

地縁，血縁的集団を形成する農村的市町村よりも

高レ組織率を示してレる。

③ スポーツ行事参加率は，人口規模が小さく，

農村的色彩の濃レ市町村が高レ参加率を示してレ

るが，スポーツ行事の内容をみると，競技会的，

1日行事的な種目が多い。

しかも，この傾向は都市的，農村的等の地域的

特性κ関係なく強レ。

④ スポーツ関係団体の組織化は，スポーツ行

事参加者の増加K強レ規定力を持ってレる。同一

人口下でみても，組織率の高レ市町村ほど多くの

行事参加者を集めてし、る。

⑤ スポ ツ教室は，バレーボールや卓球など

の球技種Bが多レ反面，野外活動やレクリエ シ

ョン・軽スポーツ等の種目は少なL、。実施種目 K

は地域差はみられなレものの，都市的な市町村ほ

ど多様な種目を実施してレる。対象は，一般を対

象とするものの他κは児童・生徒や婦人が多レ反

スポーッ関係団体組織率

スポーツ行事参加率

注仁コの中の不等号は，組織率，参

加率 sそれぞれの割合の高さを示め

ナ。

図4 地域的特性と団体組織率・行事参加率との関係
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面，老人や指導者を対象とするものは少ない。

⑥ 対象社会体育指定市町村がスポーツ普及の

為の今後の課題としてレる事項は，組織，指導者，

施設・場に大別できる。全体では，それらの課題

点は，ほほ同じ比率であげられてレるが，地域的

特性からみれば先のスポーツ関係団体の組織化の

場合と同様κ，機能分化が進み目的集団を形成し

やすレ都市的市町村は指導者が，地縁.血縁的集

団を形成し目的集団の形成されにくレ農村的市町

村は住民の組織化が今後の課題とされてレる。

社会体育指定市町村は，スポ ツ関係団体べの

住民の組織化やスポーツー行事への参加者の割合な

どK全国的水準と比較して高レ比率を示し，地域

におけるフィジカル・レクリエーションの普及K

関して一応の評価を与えてよし、であろう。しかし，

地域におけるフィジカル・レクリエーションの定

着，フィジカル・レクリエ ションを通してのコ

ミュニティ建設を考る危らば，地域の特性κ応じ

た持続的なスポ ツ普及をはからねばならなレ。

このような観点からすれば，次のような解決し

なければならなレ問題が依然として残されてレる。
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